
◎刑法の一部を改正する法律 
（平成一九年五月二三日法律第五四号）   

一、提案理由（平成一九年四月一二日・参議院法務委員会） 

○国務大臣（長勢甚遠君） 刑法の一部を改正する法律案につきまして、その趣旨を御

説明いたします。 

 近時の自動車運転による死傷事故には、飲酒運転中などの悪質かつ危険な運転行為に

よるものや、多数の死傷者が出るなどの重大な結果を生ずるものがなお少なからず発生

しており、そのような死傷事故に対する業務上過失致死傷罪による処罰について、量刑

や法定刑が国民の規範意識に合致しないとして、罰則の整備を求める御意見が見られる

ようになっております。 

 また、平成十四年以降の自動車運転による業務上過失致死傷罪の科刑状況を見ると、

法定刑や処断刑の上限近くで量刑される事案が増加しており、特に飲酒運転等の悪質か

つ危険な自動車運転により重大な結果が生じた事案等において、事案の実態に即した適

正な科刑を実現することを可能とする必要があります。 

 さらに、国会におきまして、平成十三年に成立した刑法の一部を改正する法律に関し、

衆議院及び参議院の各法務委員会においてそれぞれ附帯決議がなされ、自動二輪車の運

転者を危険運転致死傷罪の対象とする必要性につき、今後の事故の実態を踏まえ引き続

き検討することが求められましたが、近時、二輪車による悪質かつ危険な運転行為によ

る死傷事故が少なからず発生しております。 

 そこで、この法律案は、このような状況を踏まえ、自動車運転による死傷事故に対し、

事案の実態に即した適正な科刑を行うため、刑法を改正し、所要の法整備を行おうとす

るものであります。 

 この法律案の要点を申し上げます。 

 第一は、自動車の運転上必要な注意を怠り、人を死傷させた者を七年以下の懲役若し

くは禁錮又は百万円以下の罰金に処する旨の処罰規定を設けるものであります。 

 第二は、現行の刑法第二百八条の二において、四輪以上の自動車とされている危険運

転致死傷罪の対象を自動車と改めることにより、二輪車もその対象に含めるものであり

ます。 

 その他所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上がこの法律案の趣旨であります。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願いいたします。 

二、参議院法務委員長報告（平成一九年四月一八日） 

○山下栄一君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、自動車運転による死傷事故の実情等にかんがみ、事案の実態に即した適

正な科刑を実現するため、自動車の運転上必要な注意を怠り、人を死傷させた者に対す



る罰則を強化するとともに、危険運転致死傷罪の対象となる自動車の範囲を改めようと

するものであります。 

 委員会におきましては、危険運転致死傷罪の対象に二輪車も含める必要性、危険運転

致死傷罪の適用の在り方、自動車運転による過失致死傷を新たな犯罪類型とする理由、

交通事故再発防止策の在り方等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によ

って御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一九年四月一七日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。 

一 自動車運転過失致死傷罪が、自動車の運転上必要な注意を怠る過失行為に基づくも

のであることにかんがみ、その運用に当たっては、運転行為の悪質性・危険性や発生し

た結果の重大性など事案の実態に即した適正な処理が行われるよう努めること。また、

危険運転致死傷罪の対象となる自動車の範囲が拡大されたことにかんがみ、その運用に

当たっても同様とすること。 

二 危険運転致死傷罪及び自動車運転過失致死傷罪の構成要件や法定刑の妥当性につい

ては、今後の交通事故の実態や科刑状況等を注視しつつ、引き続き検討を行うとともに、

必要があれば速やかに適切な措置を講ずること。 

三 悪質・危険な運転行為により死傷事故を起こした者がいわゆる「逃げ得」となるよ

うなことがないよう適正な捜査の遂行に遺憾なきを期するとともに、刑の裁量的免除規

定や罰金刑の適用の在り方についても引き続き検討を行い、適切な処理が行われるよう

努めること。 

四 自動車が移動や輸送の日常的な手段となっていることを踏まえ、交通刑務所等の矯

正施設における安全運転に資する処遇プログラムの更なる充実を図る等、再犯防止策の

一層の充実強化に努めること。 

五 交通事犯の被害者等に対しては、その事故発生時、捜査段階を含め、被害者等の心

情に適切な配慮を行うとともに、必要な情報の提供や支援等が適切に受けられるよう、

その保護策の一層の充実に努めること。 

六 自動車事故に係る処罰規定が複雑化していることを踏まえ、本改正の内容の周知徹

底や交通安全の啓発活動等の充実強化を図ること。特に、飲酒運転等の悪質・危険な運

転が許されないことについて国民の意識の一層の向上を図り、事故の未然防止に努める

こと。 

七 自動車事故の防止には、運転者の安全意識のみならず、道路交通環境の整備、自動

車の構造改善、運転者の勤務環境の整備、交通安全教育の充実など多面的・総合的に取



り組む必要があることにかんがみ、本改正と併せて関係機関等の更なる連携の強化を図

り、必要な施策が一層総合的に推進されるよう努めること。 

  右決議する。 

三、衆議院法務委員長報告（平成一九年五月一七日） 

○七条明君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審査

の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、自動車運転に係る死傷事故の実情等にかんがみ、事案の実態に即した適正な

科刑を実現するため、所要の法整備を行おうとするもので、その主なものは次のような

ものであります。 

 まず第一に、自動車の運転上必要な注意を怠り、よって人を死傷させた者を七年以下

の懲役もしくは禁錮または百万円以下の罰金に処する旨の処罰規定を設けるものであり

ます。 

 第二に、現在、四輪以上の自動車とされている危険運転致死傷罪の対象を自動車とし、

二輪車もその対象に含めることとしております。 

 本案は、参議院先議に係るもので、去る五月十日本委員会に付託され、十一日長勢法

務大臣から提案理由の説明を聴取し、質疑に入り、昨十六日質疑を終局し、採決の結果、

本案は全会一致をもって原案のとおり可決するべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えて、御報告といたします。 

○附帯決議（平成一九年五月一六日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。 

一 自動車の運転が国民の日常生活に不可欠なものとなっていることにかんがみ、改正

内容の周知徹底に努めること。 

二 自動車運転過失致死傷罪及び危険運転致死傷罪の運用に当たっては、自動車運転に

よる死傷事故に対し、事案の実態に即した適正な処理を行うこと。 

三 刑の裁量的免除規定については、交通事犯の被害者等の感情、今後における実務の

運用等を考慮し、引き続き検討を行うこと。 

四 安全運転に資する処遇プログラムの充実を図る等、交通事犯の再犯防止策を積極的

に推進すること。 

五 交通事犯の被害者等に対する情報提供その他これらの者を保護するための施策の充

実に努めること。 

六 自動車運転による死傷事故の発生を防止するため、関係行政機関の連携を強化し、

道路交通環境の整備、交通安全教育の充実等の総合的な施策の実施に努めること。 


